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特許情報のさらなる活用に向けて
（報告書概要）
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知的財産活動のグローバル化やITの急激な進展に伴い、特許情報へのアクセスに対するユーザーニーズは高度化、多様化。
このような状況を踏まえて、特許情報の普及活用の今日的なあり方について、以下の３つの視点から検討。

I 特許庁又はINPITが運営する公的な特許情報提供サービスのあり方
II 法的検討も要する公報のあり方
III 中小企業への情報普及施策のあり方

特許情報の普及活用のあり方について
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委員長

第１回小委員会 平成２７年９月１０日（木） 議事 ①本小委員会の設置について
②特許情報の普及活用施策の現状と課題について

第２回小委員会 平成２７年１２月２１日（月） 議事 ①特許庁又はINPITが運営する公的な特許情報提供サービスのあり方
②法的検討も要する公報のあり方
③中小企業への情報普及施策のあり方

第３回小委員会 平成２８年３月３日（木） 議事 ①情報普及活用小委員会報告書「特許情報のさらなる活用に向けて」（案）について

報告書公表 平成２８年５月２０日（金） 情報普及活用小委員会報告書「特許情報のさらなる活用に向けて」



①海外庁の審査結果も一括して表示する環境を構築するとともに、審査
書類に加え、引用文献、法律、審査基準等も提供するなど、新興国も
含めた海外庁の審査官等が我が国の審査結果を参照する上で必要
な機能を積極的に搭載していくべき。

②海外庁の審査官等が我が国の審査結果（審査書類＋引用文献等）を
参照しやすいよう機械翻訳の取組を強化し、高精度な機械翻訳文を
提供することにより、我が国の審査結果の利用を促進していくべき。

グローバル化の動きに十分対応しつつ、ITの進展、海外庁のサービスの状況、民間事業者のサービスの状況、中小企業、
個人なども含む我が国ユーザーの要望などを十分に踏まえた上で、我が国ユーザーが享受するサービスの質が全体として
世界最高水準となるように特許情報サービスを提供していき、特許情報を広く普及していくための基盤を引き続き整備してい
くべき。

国は、保有する正確で基本的な一次情報を無料で提供して
いくことを原則としつつ、急増する世界の特許情報にも対応す
る観点から公報や要約について、保有する翻訳文等を提供し
ていくことを通じて、民間事業者が高い付加価値を付けたサー
ビスを提供していくための環境を整備し、我が国ユーザーによ
る一層高度な特許情報の利用を促していくべきである。

I 特許庁又はINPITが運営する公的な特許情報提供サービスのあり方
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基本的な考え方

①審査官向けDBを（著作権等の制約のない範囲で）外部提供
②中小企業等の関心の高い国・機関の文献を中心にDBを整備
③機械翻訳を活用した、海外特許文献への日本語アクセス環境整備
④ITの進展、海外庁のサービスの状況、民間事業者のサービスの状
況、ユーザーの要望などを総合的に考慮しつつ、基本的な機能を整
備。

⑤公的な特許情報サービスに関する今後の計画を事前に広く周知。

１．出願情報・権利情報の確認
のためのサービス

２．世界最速・最高品質の審査結果
の発信のためのサービス

中小企業等を含む我が国ユーザーの研究開発等を促進していく
ために、急増する世界の特許文献等の検索など、特許情報へのア
クセス時の我が国ユーザーの負担を軽減していくべき。

我が国ユーザーが海外で円滑に権利を取得できるように、我が国
の世界最速・最高品質の審査結果を海外庁の審査官等が参酌しや
すい環境を整備していくべき。



公報として提供する情報を時代に即したものに精査。精査にあ
たっては、法的必要性を含めて公報として発行されている情報
の今日的な意義、法的効果、利用実態などを分析した上で、検
討。
ユーザーに提供する必要な情報量は低減しないことが原則。利
便性や柔軟性の高い手法で迅速に情報提供。

１．公報における住所掲載、２．公報における情報提供の検討にあたっては、 「（公報として情報提供する）必要性と法律
上の意義（国際ルールを含む。）」、「情報を活用するユーザーの利便性の確保」、「（インターネットの普及に伴い）情報へ
のアクセスが容易になったことによる弊害」などの視点を踏まえるべき。

法的な手当が必要な内容も含まれるが、対応可能なものから順次実現に向けた措置を講じていくべき。

II 法的検討も要する公報のあり方
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基本的な考え方

①概略表記の対象
公報に掲載される個人の住所のみを対象として公報における
住所表記の概略化を実施。

②住所の概略表記方法
具体的な表記方法は個人情報保護の視点のほか、情報の利用
実態も勘案し決定。その際、「出願人・権利者」と「発明者等
の公報に住所が掲載される他の主体」とは住所の概略表記の際
の情報量を異ならせることも検討。

③概略表記に伴う関連施策の強化
ライセンス等の権利活用を促進するため、住所概略化に伴い、

権利の活用に関連する施策の周知活動強化や利用に向けた利便
性向上策を検討。

１．公報における住所掲載のあり方 ２．公報における情報提供のあり方

個人情報の保護を強化する必要性が高まっていることに鑑
み、公報に掲載する住所を概略化すべき。

今後、公報として発行すべき情報を特許庁で精査すべき。
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①J-PlatPat等の講習会や個別説明会等を一層充実。
②「中小企業等特許情報分析活用支援」の一層の利用促進に向けて、
支援内容及び支援対象の拡充。

③海外の特許情報に関する支援策の強化（中小企業が諸外国の特許情報
に対して容易かつ安価にアクセスできる基盤整備、アクセス方法や活用方法
支援。）

地域の活性化に大きな役割を果たす中小企業
に対し、知的財産への関心度にも配慮しつつ、
特許情報の活用の重要性について中小企業の
理解を一層深めるための施策を、「官民の連携
を更に強化」して、「普及」と「支援」を両輪として
講じるべき。

中小企業支援策全般と一体的な取組が重要。

III 中小企業への情報普及施策のあり方
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基本的な考え方

①特許情報の重要性に気付いてもらうための普及活動強化
・分かりやすい普及ツールの充実
・普及手法の工夫（意匠・商標情報の活用、金融機関に対するアプローチ
等）

・知財制度そのものの普及との一体化

②海外関係情報へのアクセス方法の普及活動を強化
・海外情報へのアクセス方法の紹介や個別支援の実施

１．普及活動の強化 ２．支援施策の拡充

「特許情報の重要性に気付いていない中小企業」と「既に特許情
報を活用している中小企業」を主たるターゲットとした、効率的かつ
効果的な普及活動強化。

「特許情報の重要性に気付いているが活用していない中小企業」に
対する、はじめての特許情報の利用を促すための効果的な支援策
強化。


